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（キーワード）  研修、港湾、空港 

１．国総研(横須賀)が行う研修について 

国際業務研究室では、国土交通省の職員に対し、

国土交通省設置法（平成11年法律第100号）第四条第

一項第五十七号及び第六十一号（港湾に係るものに

限る。）、第百一号、第百二号並びに第百九号（空

港等の整備及び保全に係るものに限る。）に掲げる

事務に関する研修の運営を行っています。 

 

２．令和5年度に行った研修の紹介 

（１）研修実績 

新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、令

和2年度以降の3年間は原則オンライン形式で研修

を実施していました。令和5年度においては、対面形

式での実施を再開し、対面形式18コース、オンライ

ン形式20コース、対面・オンライン併用形式3コー

スの計41コースを実施し、研修人数は計1,537人（う

ち対面形式525人※、オンライン形式1012人）の参加

となりました。参加人数は過去最大となります。 

※対面・オンライン併用形式含む 

 

図-1 研修コース数と参加人数の推移 

（２）研修内容 

 令和5年度の研修内容としては、技術者として必

要とされる維持管理や設計等に関する研修の他、

災害復旧業務のスキルアップ向上につなげることを

目的とした「港湾関係災害査定実務」コースや、ド

ローン操縦に関する基本的な知識及び技能を習得さ

せることを目的とした「ドローン操縦技能」コース

など、令和4年度から新たに開設した研修も実施し

ています。 

 

 

図-2 令和5年度研修の主要なコース一覧 

 

写真 ドローン操縦技能コース（実技の様子） 

 

３．令和6年度の研修計画について 

令和6年度は対面形式を増やし、引き続き業務遂

行に必要な専門的知識・スキルの習得を目的とした

研修を実施します。 

主任研究官 研修企画 
係長 
 

データの収集・分析・管理、社会への還元 
 

交通量調査の効率化・機械 

観測導入の促進に向けて 
 (研究期間：令和４年度～) 

道路交通研究部  道路研究室 

山下 英夫 土肥 学 瀧本 真理 杉山 茂樹 

（キーワード）  全国道路・街路交通情勢調査、交通量調査、機械観測 

 

１．一般交通量調査における機械観測の実施状況 

国土交通省では、概ね5年に一度、全国道路・街路

交通情勢調査を実施している。直近では令和3年度秋

季に実施され、その一般交通量調査の結果が2023年

6月に公表された1)。令和3年度の交通量調査におけ

る観測方法別の区間延長割合を図-1に示す。 

令和3年度調査では、機械観測を実施した区間延長

割合が全体として約26％となり、平成27年度調査か

ら約12ポイント増加し、機械観測が推進された。一

方で、一般国道（国直轄）ではその割合が約75％で

あったのに対し、地方公共団体等が管理する道路で

は約15％であったことから、機械観測を更に促進し

ていくための課題やその解決方策について検討を進

めているところである。 

 

図-1 交通量調査の観測方法別区間延長割合1) 

 

２．機械観測導入促進の課題解消に向けた対応状況 

令和3年度調査結果の公表後に地方公共団体を対

象として実施した、機械観測導入等についてのアン

ケート調査結果の一部を表-1に示す。機械観測導入

には人員削減や計測条件向上等のメリットを感じて

いるものの、導入に有益な情報の不足や機械調達の

苦慮等の課題があるとの意見があった。このうち、

機械観測の実施手順に関する詳細な情報が不明であ

る点への対応として、機械観測の具体的な実施方法

や調査準備に必要となる情報等を整理したマニュア

ルを整備することが効果的と考えられることから、

その検討に着手したところである。 

表-1 機械観測導入のメリットと課題 

 

 

 

 

マニュアルに掲載すべき情報の一例として、令和

3年度調査等で用いられた機械観測の各手法の特徴

を表-2に示す。機械観測手法は複数あるため、調査

箇所の現地条件や観測時間帯等を踏まえ最適な観測

手法を採用できるように検討を進めていきたい（例：

2車線道路では地上付近での光学式観測で対応可）。 

表-2 機械観測の主な手法とその特徴 

 

 

 

 

 

 

 

次期の全国道路・街路交通情勢調査において、交

通量の機械観測が一層促進されるよう、効果的なマ

ニュアルの整備等を行ってまいりたい。 

☞詳細情報はこちら 

1) 令和3年度 全国道路・街路交通情勢調査 一般交

通量調査 集計表、2023年6月30日 

https://www.mlit.go.jp/road/census/r3/ 
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２車種 影響を受
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歩行者のみ
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がある

メリット 課題

• 人手不足の状況である中、現地
調査員の確保が不要となり、調
査に必要な人員が削減できる。

• 調査員が異なるために生じる計
測データのばらつきがなくなり、
同じ条件で計測できる。

• 機械観測の実施手順に関する
詳細な情報が不明。

• 全国で同時期に調査するため、
機械をレンタルするのに苦慮。

• ５年に１度の調査のみのために
機械を購入するのは不経済。
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研究動向・成果

1) 令和 3年度 全国道路・街路交通情勢調査 一般交通

量調査 集計表、2023年 6月30日

https://www.mlit.go.jp/road/census/r3/
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